
固　定　資　産
有　形　固　定　資　産

固　定　負　債

投資その他の資産 株　主　資　本

　　 　　合　　計

重要な会計方針に係る事項に関する注記

当期純利益　　　　　51,972千円

関係会社出資金

そ の 他 投 資

10,289

売 掛 金
前 払 費 用

貯 蔵 品

繰 延 税 金 資 産

595
10,050

建 物

1,354,922

関係会社長期貸付金

△ 14,784繰越利益剰余金
6,144その他利益剰余金

△ 3,052利 益 剰 余 金

1,354,922
536,947純　資　産　合　計

負債・純資産合計

品

長 期 前 払 費 用

0

0 510,000

5,587利 益 準 備 金

690,928
10,645

その他資本剰余

30,000

建 物 付 属 設 備

資 本 金

2,092

純　　資　　産　　の　　部

510,000

構 築 物

資 本 剰 余 金

土 地
2,304 負　債　合　計 817,974

475,405

536,947

734,444
667,100長 期 借 入 金
67,344その他固定負債

100,624

1,271,355

19未 払 費 用
2,297

130賞 与 引 当 金

未 払 消 費 税 等

1,282,000

流　動　資　産 72,921 流　動　負　債 83,530

前 受 金

105

5,538

現 金 及 び 預 金

177

7,270未 払 金
5,713

64,000関係会社短期借入金56,635

4,274未 払 法 人 税 等

科　目 科　目金　額 金　額

貸 借 対 照 表

平成28年3月31日現在
（単位：千円）

資　　産　　の　　部 負　　債　　の　　部

（１）　固定資産の減価償却の方法
①　 有形固定資産 定率法（ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物（付属設備を除く）は定額法に
よっております）
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 50年

工具、器具及び備品 ３～10年

建物付属設備 ８～18年
構築物 20～50年
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